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衛星測位システム民間利用懇談会　設立趣旨

n 高度情報化社会

¨位置情報利用の拡大　

　　　　　　　　　　⇒　衛星測位システムの重要性

n 総合科学技術会議　宇宙開発利用専門調査会

¨衛星測位システムに対する国の方針取り纏め中

民間利用の視点から
「わが国における衛星測位システムのあり方｣提言
　　●衛星測位システム全般　と　準天頂衛星システム関連
　　●民間で測位サービスを利用する上で必要不可欠な項目　と　望ましい項目
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測位システム全体像と衛星測位の位置づけ測位システム全体像と衛星測位の位置づけ

位置情報プラットフォーム
（位置情報の抽象化）

世界座標系

シームレス測位技術

屋内座標

高精度測位

高信頼度化

統合測位技術

GPS

位置情報プラットフォーム
（位置情報の抽象化）

世界座標系

シームレス測位技術

屋内座標

高精度測位

高信頼度化

統合測位
技術

屋内測位技術

基本衛星測位

（GPS補完）

アプリケーション技術

測位基盤技術

測位利用基盤技術

測位利用技術
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衛星測位システム利用における課題

（１）安定した衛星測位サービスの提供とインテグリティ監視による通報システム
の構築支援。

・航空機はもちろん、ITSまで。時刻から位置も加えた認証への移行。

（２）次世代測位技術の基礎研究開発支援。
・日本の測位技術は「アプリケーション層」のみ。

・屋外から屋内まで。様々な測位技術のシームレス。

・最先端であるのと同時に、利用場面に公共性が高いことも多いので支援す
ることが合理的。

（３）衛星測位システムの公共的なサービスへの利用促進。
・緊急通報、廃棄物などのトラッキング。

・もちろん、社会基盤施設のメンテナンスなども。

（４）基準点や地図情報の絶対的位置精度に関する評価の推進と結果の公開。
・車、人など地上を移動するものを対象にしたサービスでは、測位結果と地図と重ね
るのが基本だが、地図は重ならない・・と言うのが常識。

（５）位置情報の表現・記述方法に関する標準化の支援
・さまざまな測位デバイスを横断的に利用できる「抽象化」が必要。

（６）国際協調を基本とした測位戦略の構築。

提言内容骨子提言内容骨子
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衛星測位システム民間利用懇談会　提言（１）

n 衛星測位システム全般
¨ １．国として衛星測位戦略の構築

n 自立性の確保、基盤技術の保有、アジア・オセアニア圏への貢献

¨ ２．衛星測位整備・運用に関する国の主体の早期決定

n 民間で測位サービスを利用する上で必要不可欠な項目
¨ １．衛星測位の正確さ、信頼性の確保

n 故障、運用変更通知、時刻情報、衛星トラッキング、電離層

¨ ２．衛星測位システムの利用促進
n 公共サービスに貢献できる。技術の標準化（位置の表現、シームレス化に向け様々な測位
方法を横断的に利用できるための標準化。地図の絶対的な位置精度の検査、公開）

¨ ３．測位基盤技術の高度化支援
n さまざまな測位技術を統合した高速度移動体の高精度計測、屋内・屋外の統合技術

¨ ４．整備、運用に係る国内外調整（オーストラリアの例、AGCC)
n 国際的な調整と連絡窓口：技術的な調整と、利害調整。外国のGNSSの運用変更へ意見
を言う。変更を素早く回す。

n 国内調整：上記支援策の窓口、調整。（準天頂）衛星の運用変更の利害。電子基準点

提言内容骨子提言内容骨子
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衛星測位システム民間利用懇談会　提言（２）

n 望ましい項目
¨ １．人材育成・教育システムの整備・充実
¨ ２．独自測位能力の確保

n 衛星測位が他のすべての測位システムの基盤。
n 具体例としては６基の準天頂と　静止衛星１基体制など。

提言内容骨子提言内容骨子
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衛星測位システム民間利用懇談会　提言（３）

　　・準天頂衛星システム関連
　　

　　・民間で測位サービスを利用する上で必要不可欠な項目
１．測位補完システムに関する仕様や前提条件などの公開

２．測位補完システムの無償提供
３．測位補完システムの安定性の保証
４．国際連携：GPS補完なので、連携無しには動かない。

　　・望ましい項目
１．独自衛星測位システムの検討

提言内容骨子提言内容骨子



9

準天頂衛星における測位システムの整備・運用のあり方に関する「衛
星測位システム関係府省庁連絡会議」における検討結果（案）　

平成16年4月23日

n 研究開発・実証が完了しないうちに実用システムの整備事業費を支出するこ
とは論理的・制度的に不可能。

n 整備・運用の主体となる政府機関の確定は現段階では非常に困難。
n 測位サービスの利用を検討している府省庁は多数あるため、民間の先行投
資により整備・運用を行うことが現実的解決策。

n 民間は、補完・補強を一体化したサービスへの課金により先行投資分の回収
を図る。
¨ 補完サービス（GPS標準サービス）のみの有償提供は行わない。

¨ 補完・補強サービスの両信号を受信可能な測位電波受信機への課金は、ＧＰＳ無
償利用原則に違背しない。

¨ 受信機１台あたり1000円程度の課金により先行投資を回収することは十分可能
（注：年間に650万台の販売を想定）

n （その他）
¨ 衛星測位に関する国内外の調整は民間ではできないため、国の担当である。
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前記「検討結果（案）」に関する要望事項

n （狭義の）整備・運用主体の枠にとらわれない国の責任組織を早期に明確化する
ことが必要。
¨ 研究開発フェーズにおけるリーダシップの所在。

n 国の行う研究開発は準天頂衛星システムの実現に不可欠。

n 測位システムが全体として実用的に機能することを一層確実なものとするため、研究４省で行っ
ている研究開発の「総合調整」と達成目標（ロードマップ）を明確化する。

n その他、衛星測位の普及のための総合調整（国内外）を行うことが必要。

¨ 「整備・運用主体」を決定し整備事業を推進できる「研究開発段階から実用可能段階へ
の移行判断基準と時期」を明確化する。
n 「整備運用主体」を決定しないと、総事業費のうち「共通部分」（200億円）の応分負担、「測位
実用システム整備・運用費」（200億円）負担が決まらず、事業計画の策定ができない。

n 無償の補完サービスを提供するための初期投資に対して、「キーテナント」として
の国の関与を明確にすることが必要。
¨ 市場は既にGPSの無償サービスを標準として展開しているため、補完サービス（ＧＰＳ
標準サービス）を無償で提供することが必要。

¨ 「高精度有償サービス」は急速には広がらない。よってその有償サービスで、すべての
投資費用を回収できると考えるのは無理がある。


